
1/3 
 

北陸先端科学技術大学院大学職業実践力育成プログラム 自己点検・評価票 

 
課程名：北陸観光コア人材育成スクール 

対象年度：2021 年度 

評価項目 自己点検・評価 

１．教育課程 

（プログラム実施状況、カリキュラムの妥当性） 

本スクールは、コロナ禍によるパラダイム・シフトに対応できる、レジリエ

ンス能力を持つリーダーの輩出を目的にデザインされており、「アカウンティン

グ」「ファイナンス」「ホスピタリティ イノベーション」「観光サービス創造演

習」等の実践科目を通じて、急激な社会環境の変化とともに変わっていく観光

ニーズに対応して、今後の地域観光をリードする T 型・H 型人材の育成を目指

した。また、経営者としての知識を身に付けつつ、従業員を巻き込めるスキル

の修得も「ファシリテーションマネジメント」や「リテンションマネジメント

と人材確保、ES 向上」などの実習科目を通じて身に付けられるようにデザイン

されている。 

2021 年度は、10 月から 2 月までの 5 か月間、現職者 15 名が働きながら学

び、総講義時間 90 時間（15 日間 19 講義）を通じて、地域の観光イノベーショ

ン推進人材としての知識・スキル及び新しい観光サービスを創造するイントレ

プレナーシップを修得した。 

本スクールに対する受講生アンケートでは、全体を通じての満足度が受講生

平均 4.79 点（5 点満点）と高い評価を得るとともに、講義内容について 95%以

上が「良く理解できた」又は「理解できた」と回答し、講師の説明についても

95%以上が「とてもわかりやすかった」又は「わかりやすかった」と回答した

ことから、当該カリキュラム構成に加えて、講義の質と量、講師の選定におい

ても妥当であったと判断できる。 

２．教育成果 

（身に付ける能力を修得したか） 

本スクールの修了には、「最終発表会」において今までに学んだ「アカウンテ

ィング」「ファイナンス」「新規事業創造」「ファシリテーション」「マネジメン

ト」などの知識・スキル等を総活用して、観光サービスプランを構想し事業プ

ラン提案として発表することが求められるが、受講生全員が脱落することな

く、当該プランを発表し修了に必要な評価点を得たことから、受講生は十分な

知識・スキルを獲得したものと判断できる。 

また、本スクールに対する受講生アンケートでも、講義内容について 95%以

上が「良く理解できた」又は「理解できた」と高い理解度が明らかとなり、講

師の説明についても 95%以上が「とてもわかりやすかった」又は「わかりやす

かった」と高い評価を得たことから、働きながら学ぶ受講生が知識・スキルを

獲得するのに十分に配慮した学修プロセスであったと判断できる。 
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３．学生支援 

（学修支援体制、学修支援状況） 

本スクールでは各講義のシラバスに参考図書を付記し、受講生が自主的に高

度な学修ができるように促した。また、学修環境として北陸先端科学技術大学

院大学内の敷田研究室の一部を開放し、受講生同士の交流や上述の参考図書の

貸出にも対応できるようにした。 

コロナ禍を考慮し、講師、受講生ともにオンラインでの参加ができるように

必要機材を迅速に手配することで、オンサイトとかわらないインタラクティブ

な環境での講義実施を可能にした。これにより最終的に全講義の 60％程度がオ

ンライン講義となったにもかかわらず、受講生アンケートにおいて、60.5%が

「双方向でコミュニケーションがとれ、活気があった」と高評価を得るに至っ

た。さらに、講義を動画として記録に残すことにより、リアルタイムに加え

て、オンデマンド方式でも学修ができる環境を準備したため、コロナ禍におい

ても効果的に受講生の学びを促すことができたと考える。 

講義毎に取得するミニットペーパーから質問や要望を吸い上げ、次回の講師

に引き継いで即時反映したこと、及び課題の提出状況から個人の理解度や進捗

を判断し、きめ細やかな個別フォローをスクール事務局から実施したことで、

落伍者をださない学修支援体制を実現した。 

４．組織運営 

（教育組織の適切性・妥当性など） 

本スクールは、北陸先端科学技術大学院大学産学官連携本部地域連携推進セ

ンターが実施する履修証明プログラムではあるが、地域連携推進センター内の

スクール事務局だけでなく同大学研究施設支援係の支援に基づく大学事務局と

の連携体制の構築により、スムーズなスクール運営を行うことができた。ま

た、組織内業務分担により、レスポンシブな講師対応、受講生対応（苦情・要

望）ができる体制を確保した。北陸三県の DMO や他大学の教員に運営会議外

部委員としての参画を依頼し、スクールに対する外部の客観的な評価を得られ

る体制を構築した。 

５．施設設備 

（施設及び設備の整備状況） 

「3.学生支援」で述べた自主的に学修できる環境の構築に加え、講義当日

（オンサイト）においても安心して学修できる環境を準備した。とりわけ新型

コロナウイルス対策として、広めの教室の確保、感染症対策用のアクリル板の

設置、アルコール消毒器・検温器の使用など感染症対策を講じた教室環境を準

備した。また、講師に働きかけ、グループワークから個人ワークに切り替えを

実施し、施設整備に頼らず、感染の不安を軽減する処置も合わせて実施した。 

６．広報活動 

（受講生の募集、広報活動） 

視認性の高い公式ウェブサイトを用意し、カリキュラム詳細やスケジュー

ル、修了要件を明示することで、受講申込のしやすい環境を構築した。 

観光事業者に対し広くアナウンスするために北陸三県の観光業界団体を中心

に 178 ヶ所にフライヤーを配布し、傘下の関係各社への声がけを依頼した。ま

た、プレスリリースを行い新聞記事になることで、多様な業種の企業・団体の
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目に触れるように工夫をした。さらに、本スクール修了生にも周知の協力を依

頼し、広範な募集活動を行った。 

 2021 年度は受講生が 15 名で定員の 75％にとどまったが、2022 年度は定員

を満たすことができるように広報活動を展開していく。 

７．内部質保証 

（内部質保証システムは有効に機能しているか） 

本学教職員と行政や観光業界などからの外部委員で構成する運営会議を設置

し、この運営会議においてスクールの実施前と実施後にカリキュラム、シラバ

スなどに対してのチェックを実施している。当該運営会議における外部委員か

らの意見のほかにも、講義毎の受講生アンケート、運営会議外部委員による各

講義聴講後の評価、スクール事務局に対する講師の評価といった日々のチェッ

クもその後のスクール運営の改善に活用し、総合的に質の高い教育を保証する

仕組みを構築している。 

 


